様式第１号

[bookmark: _GoBack]（表）
	
テクノプラザ愛媛利用許可申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　　　公益財団法人えひめ産業振興財団　
理事長　大塚　岩男　様
　　　　　　　　　　　　　住　所（団体にあっては、所在地）
　　　　　　　　　申請者　氏　名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　

	利用日時
	年　　　　月　　　　日　　　　時から　　
年　　　　月　　　　日　　　　時まで　　

	利用目的
	

	利用予定者
	名　　　　　

	利用施設
	□テクノホール(全体.半分)        □共同研究室
□一般研修室 （全体.半分）       □一般インキュベート・ルーム
□ＯＡ研修室　　　　　　　       □プレインキュベート・ルーム
□特別会議室　　　　　　　　　 　□創業準備室
□一般会議室(全体.半分.1/4)      □倉庫
□小会議室　　　　　　　　　　 　□第２駐車場
□別館インキュベート・ルーム　   □第４駐車場
□別館交流型会議室
　　　　　　　（詳細は、裏面のとおり。）

	利用形態
(面積、台数等)
	

	利用責任者
	住所
	
	氏名
	
	電話

番号
	

	（備　考）


注１□のある欄は、該当する□の中にレ印を付してください。
２インキュベート・ルーム等新規利用希望の方は、別紙｢新規入居希望者用｣を提出してください。
３インキュベート・ルーム等継続利用希望の方は、別紙｢継続入居希望者用｣を提出してください。
４インキュベート・ルーム等利用希望の方は、愛媛県税を滞納していない旨を示した証明書を添付して下さい。
５創業準備室利用希望の方は、別紙｢創業準備室利用者希望者用｣を提出して下さい。
６利用許可申請書その他提出された全ての書類は、返却しません。
（裏）
	施　　　設　　　名
	利用開始日時
	利用終了日時

	テクノホール
（ 全 体　・　半 分 ）
	
	

	一般研修室
（ 全 体　・　半 分 ）
	
	

	ＯＡ研修室
	
	

	特別会議室
	
	

	一般会議室
（全体・半分・１／４）
	
	

	小会議室
	
	

	別館交流型会議室
	
	

	共同研究室
（面積　　　　　㎡）
	
	

	別館インキュベート・ルーム
（面積　　　　　㎡）
	
	

	一般インキュベート・ルーム
（面積　　　　　㎡）
	
	

	プレインキュベート・ルーム
（面積　　　　　㎡）
	
	

	創業準備室
（　　　　　区画）
	
	

	倉　　　　　　　　　　　庫
（面積　　　　　㎡）
	
	

	第２駐車場
（台数　　　　　台）
	
	

	第４駐車場
（台数　　　　　台）
	
	

	（備考）


　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　新規入居希望者用
インキュベート・ルーム等入居希望者概要書　　年　　月　　日現在
	ふりがな
会社等名称
	

	主たる事業所の
所在地等
	〒
TEL（　　　）　　－　　　　FAX（　　　）　　－　　　　
URL　　　　　　　　　　　　E-mail 　　

	代表者
	役　職
	
	ふりがな
氏　名
	

	事業責任者
※代表者とは別の者が当施設入居後に実施する事業の責任者となる場合に記入
	役　職
	
	ふりがな
氏　名
	

	
	代表者との関係
	
	
	

	創業年月
	平成　　　年　　　月

	沿革
	

	事業概要
	

	従業員数
	役員：　　人　正社員：　　人　ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄなど：　　人　→　計　　　人

	資本金及び上位３位の出資者氏名・出資割合
	資本金
	順位
	出資者氏名
	出資割合
	代表者との関係

	
	千円
	第１位
	
	％
	

	
	
	第２位
	
	％
	

	
	
	第３位
	
	％
	

	主な取引先
	

	
	

	
	

	主な販売・受注実績
	年 月
	内　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	公的支援を受けた
実績
	


【記載要領】※既に会社等を設立されている方、または、個人で事業を行っている方は、この書類を作成してください。
◆　概要書の記載内容は、作成日時点（＝現時点）での内容を記載してください。
◆「会社等名称」　　個人事業者の方で、屋号がありましたら記載してください。
◆「沿革」　　　　　創業・設立から現在までの商号・組織変更、事業所の設置・移転等について記載してください。
◆「事業概要」　 　現時点で提供している商品やサービスについて、具体的に記載してください。
◆「主な取引先」　　販売・仕入にかかわらず、取引件数・金額の多い代表的な取引先を記載してください。
◆「主な販売・受注実績」　これまでの代表的な販売・受注実績について、上位３つを記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規入居希望者用
インキュベート・ルーム等入居希望者[個人]概要書
※法人の入居希望者も、代表者及び事業責任者個人の概要を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在
	申請者の
氏名・住所等
	ふりがな
氏名
	

	
	現住所
	〒

TEL（　　　）　　－　　　　

	申請者の職歴
（最終学歴以後）
	年 月
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	これまでに蓄積した知識・技能や、関わったプロジェクトと自らの役割等
	




	その他特記事項
	



【記載要領】
◆　概要書の記載内容は、作成日時点（＝現時点）での内容を記載してください。
◆「申請者の職歴」
　　最上段には最終学歴を記載して、次段からは卒業後の職歴を記載してください。




　新規入居希望者用
事業計画書
テクノプラザ愛媛管理運営要綱第３条に定める基準について
	次に掲げる企業等（会社等（株式会社、有限会社、合資会社、合名会社をいう。）、一般社団法人、一般財団法人、組合、学術研究機関、個人（個人で構成するグループを含む。）及びそれらの組織する団体をいう。以下「企業等」という。）のいずれかに該当すること。(ただし、ハの企業等には、特定非営利活動促進法(平成10年3月25日号外法律第7号)第２条第２項の特定非営利活動法人のうち別表第16号に規定する活動(経済活動の活性化を図る活動)を主な目的とするものを含み、ニ及びホの企業等には、助成金の交付先として決定を受けた法人を含む。)
　　イ　創業予定者又は創業後間もない中小企業者（事業開始後概ね５年未満の個人又は設立の日以後の期間が概ね５年未満の会社等）で支援を必要とするもの
　　ロ　新たな事業分野や研究開発に取り組む企業等であって、「愛媛県産業振興指針」の業種別振興方針に沿ったもの又は「愛媛県経済成長戦略」で定める重点戦略分野に該当するもの
ハ　インキュベート・ルーム等への入居企業等及び県内企業等の研究開発や事業活動を支援する企業等
ニ　えひめ中小企業応援ファンド事業助成金の交付先企業等
ホ　えひめ農商工連携ファンド事業助成金の交付先企業等
ヘ　大学、高等専門学校、公設試験研究機関等と共同研究を行う企業等
ト　入居後はプラザを主たる事務所又は研究開発の拠点とし、プラザを退去後も愛媛県内に拠点を置き、事業活動又は研究開発を行う意志を有するもの


　※　適合すると思われる基準に○を付けてください。
ただし、プレインキュベート・ルームは、イに該当する場合のみ適合とします。
１　入居後に展開する事業内容及び将来像について
	（１）事業の内容


	（２）事業化に至る動機


	（３）事業活動における強み・得意分野

	（４）現在までの事業実施又は準備（他社との協力関係の構築を含む）の状況

	（５）今後の活動方針

	（６）事業展開上の経営課題や問題点

	（７）入居後の新会社設立予定　　（　　あり　　・　　なし　　）

	
	設立予定日
	　　年　　月

	
	会社名
	

	
	代表者
	

	
	資本金
	　万円
	出資者内訳
	
	　万円

	
	
	
	
	
	万円

	
	
	
	
	
	　万円

	（８）入居後の体制（当施設を本拠に活動する人員の体制）

	
	責任者
	氏名
	
	役職
	

	
	従業員
	　　名
	役職又は仕事内容
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（９）入居期間終了後の目標（売上高及び社員数等）


	（10）当施設への入居及び財団の支援に期待する内容


（添付書類）
（１）商業登記簿謄本（個人事業者の方は代表者の住民票）の写し（発行後３カ月以内のもの）
（２）直近の決算書（個人事業者の方は確定申告書の写し）
（３）会社等にあっては会社経歴書等会社の概要がわかる資料、会社案内のパンフレット等
（４）事業内容が法令等に基づく許認可を必要とする場合は、当該許認可書の写し

２　入居後の資金計画（単位：千円）
（表２－１）当施設に入居して行う新規事業に係る資金計画
	資金需要（入居後　　年　月から１年間）
	資金調達（入居後　　年　月から１年間）

	項　目
	金額
	項　目
	金額

	人件費
	
	資本金
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	

	
	
	　円×　　人
	
	金融機関等からの借入
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	
	

	設備投資
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	売上
	

	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他（助成金等）
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	合計
	


（表２－２）既存事業等を含めた会社全体の資金計画
	資金需要（入居後　　年　月から１年間）
	資金調達（入居後　　年　月から１年間）

	項　目
	金額
	項　目
	金額

	人件費
	
	資本金
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	

	
	
	　円×　　人
	
	金融機関等からの借入
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	
	

	設備投資
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	売上
	

	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他（助成金等）
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	合計
	


※当施設に入居して行う新規事業に係る部分のみ表２－１に記載し、既存事業等それ以外の事業活動を含めた会社全体の資金計画を表２－２に記載してください。（当施設に入居して行う新規事業が会社の事業活動全てである場合には表２－２への記載は不要です。）【記載要領】
・「資金需要」は、入居予定日から今後１年間に想定される額を記載してください。（「合計」額は、当該１年間に必要となる費用の総額となります。）
・「設備投資」及び「その他の経費」の内訳として、金額の大きい主要な経費について、具体的に記載してください。
・「資金需要」は、入居予定日から今後１年間に充てる資金調達額を記載してください。（「合計」額は、当該１年間に調達する資金の総額となります。）
・親族や知人から任意で借り入れる資金については、「金融機関等からの借入」欄に記載してください。
・「その他」欄には、その内容（金額、調達先、条件、時期等）を記載してください。
　継続入居希望者用
インキュベート・ルーム等入居希望者概要書　　年　　月　　日現在
	ふりがな
会社等名称
	

	主たる事業所の
所在地等
	〒
TEL（　　　）　　－　　　　FAX（　　　）　　－　　　　
URL　　　　　　　　　　　　E-mail 　　

	代表者
	役　職
	
	ふりがな
氏　名
	

	事業責任者
※代表者とは別の者が当施設入居後に実施する事業の責任者となる場合に記入
	役　職
	
	ふりがな
氏　名
	

	
	代表者との関係
	
	
	

	創業年月
	平成　　　年　　　月

	当施設入居年月
	平成　　　年　　　月

	沿革
	

	事業概要
	

	従業員数
	役員：　　人　正社員：　　人　ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄなど：　　人　→　計　　　人

	資本金及び上位３位の出資者氏名・出資割合
	資本金
	順位
	出資者氏名
	出資割合
	代表者との関係

	
	千円
	第１位
	
	％
	

	
	
	第２位
	
	％
	

	
	
	第３位
	
	％
	

	主な取引先
	

	
	

	
	

	主な販売・受注実績
	年 月
	内　容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	公的支援を受けた実績
	


【記載要領】※会社等を設立されていない方も、この書類を作成してください。
◆　概要書の記載内容は、作成日時点（＝現時点）での内容を記載してください。
◆「会社等名称」　　個人事業者の方で、屋号がありましたら記載してください。
◆「沿革」　　　　　創業・設立から現在までの商号・組織変更、事業所の設置・移転等について記載してください。
◆「事業概要」　 　現時点で提供している商品やサービスについて、具体的に記載してください。
◆「主な取引先」　　販売・仕入にかかわらず、取引件数・金額の多い代表的な取引先を記載してください。
◆「主な販売・受注実績」　これまでの代表的な販売・受注実績について、上位３つを記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　継続入居希望者用

インキュベート・ルーム等入居希望者[個人]概要書

※法人の入居希望者も、代表者及び事業責任者個人の概要を記載してください。

　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在
	申請者の
氏名・住所等
	ふりがな
氏名
	

	
	現住所
	〒

TEL（　　　）　　－　　　　

	申請者の職歴
（最終学歴以後）
	年 月
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	これまでに蓄積した知識・技能や、関わったプロジェクトと自らの役割等
	




	その他特記事項
	



【記載要領】
◆　概要書の記載内容は、作成日時点（＝現時点）での内容を記載してください。
◆「申請者の職歴」
　　最上段には最終学歴を記載して、次段からは卒業後の職歴を記載してください。
　　　　　　　　　　　　　
　
継続入居希望者用
事業計画書
テクノプラザ愛媛管理運営要綱第３条に定める基準について
	次に掲げる企業等（会社等（株式会社、有限会社、合資会社、合名会社をいう。）、一般社団法人、一般財団法人、組合、学術研究機関、個人（個人で構成するグループを含む。）及びそれらの組織する団体をいう。以下「企業等」という。）のいずれかに該当すること。(ただし、ハの企業等には、特定非営利活動促進法(平成10年3月25日号外法律第7号)第２条第２項の特定非営利活動法人のうち別表第16号に規定する活動(経済活動の活性化を図る活動)を主な目的とするものを含み、ニ及びホの企業等には、助成金の交付先として決定を受けた法人を含む。)
　　イ　創業予定者又は創業後間もない中小企業者（事業開始後概ね５年未満の個人又は設立の日以後の期間が概ね５年未満の会社等）で支援を必要とするもの
　　ロ　新たな事業分野や研究開発に取り組む企業等であって、「愛媛県産業振興指針」の業種別振興方針に沿ったもの又は「愛媛県経済成長戦略」で定める重点戦略分野に該当するもの
ハ　インキュベート・ルーム等への入居企業等及び県内企業等の研究開発や事業活動を支援する企業等
ニ　えひめ中小企業応援ファンド事業助成金の交付先企業等
ホ　えひめ農商工連携ファンド事業助成金の交付先企業等
ヘ　大学、高等専門学校、公設試験研究機関等と共同研究を行う企業等
ト　入居後はプラザを主たる事務所又は研究開発の拠点とし、プラザを退去後も愛媛県内に拠点を置き、事業活動又は研究開発を行う意志を有するもの


　※　適合すると思われる基準に○を付けてください。
ただし、プレインキュベート・ルームは、イに該当する場合のみ適合とします。
１　入居後に展開する事業内容及び将来像について
	（１）事業の内容


	（２）事業活動における強み・得意分野

	（３）前回の入居（継続）許可時に定めた活動方針とその実施の状況

	（４）前回の入居（継続）許可時に定めた入居期間終了後の目標（売上高及び社員数等）と現在の状況（※目標を変更する場合はその旨理由とともに記載してください。）

	（５）当施設への入居により得た利益及び財団の支援を受けた実績

	（６）今後の活動方針

	（７）事業展開上の経営課題や問題点


	（８）今後の新会社設立予定　　（　　あり　　・　　なし　　）

	
	設立予定日
	　　年　　月

	
	会社名
	

	
	代表者
	

	
	資本金
	　万円
	出資者内訳
	
	　万円

	
	
	
	
	
	万円

	
	
	
	
	
	　万円

	（９）入居後の体制（当施設を本拠に活動する人員の体制）

	
	現在
	責任者
	氏名
	
	役職
	

	
	
	従業員
	　　名
	役職又は仕事内容
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	今後
	責任者
	氏名
	
	役職
	

	
	
	従業員
	　　名
	役職又は仕事内容
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	（10）当施設への入居継続及び財団の支援に期待する内容


（添付書類）
（１）商業登記簿謄本（個人事業者の方は代表者の住民票）の写し（発行後３カ月以内のもの）
（２）直近の決算書（個人事業者の方は確定申告書の写し）
（３）会社等にあっては会社経歴書等会社の概要がわかる資料、会社案内のパンフレット等
（４）事業内容が法令等に基づく許認可を必要とする場合は、当該許認可書の写し


２　入居後の資金収支実績及び計画（単位：千円）
〔１　過去１年間の実績〕
（表２－１－１）当施設に入居後の新規事業に係る資金収支実績
	資金需要（過去　　年　月までの１年間）
	資金調達（過去　　年　月までの１年間）

	項　目
	金額
	項　目
	金額

	人件費
	
	資本金
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	

	
	
	　円×　　人
	
	金融機関等からの借入
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	
	

	設備投資
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	売上
	

	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他（助成金等）
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	合計
	


（表２－１－２）既存事業等を含めた会社全体の資金収支実績
	資金需要（過去　　年　月までの１年間）
	資金調達（過去　　年　月までの１年間）

	項　目
	金額
	項　目
	金額

	人件費
	
	資本金
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	

	
	
	　円×　　人
	
	金融機関等からの借入
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	
	

	設備投資
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	売上
	

	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他（助成金等）
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	合計
	







〔２　今後１年間の計画〕
（表２－２－１）当施設に入居して行う新規事業に係る資金計画
	資金需要（今後　　年　月から１年間）
	資金調達（今後　　年　月から１年間）

	項　目
	金額
	項　目
	金額

	人件費
	
	資本金
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	

	
	
	　円×　　人
	
	金融機関等からの借入
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	
	

	設備投資
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	売上
	

	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他（助成金等）
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	合計
	


（表２－２－２）既存事業等を含めた会社全体の資金計画
	資金需要（今後　　年　月から１年間）
	資金調達（今後　　年　月から１年間）

	項　目
	金額
	項　目
	金額

	人件費
	
	資本金
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	

	
	
	　円×　　人
	
	金融機関等からの借入
	

	
	
	　円×　　人
	
	
	
	

	設備投資
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	売上
	

	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他（助成金等）
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	合計
	


※当施設に入居して行う新規事業に係る部分のみ表２－１に記載し、既存事業等それ以外の事業活動を含めた会社全体の資金計画を表２－２に記載してください。（当施設に入居して行う新規事業が会社の事業活動全てである場合には表２－２への記載は不要です。）【記載要領】
・「資金需要」は、入居予定日から今後１年間に想定される額を記載してください。（「合計」額は、当該１年間に必要となる費用の総額となります。）
・「設備投資」及び「その他の経費」の内訳として、金額の大きい主要な経費について、具体的に記載してください。
・「資金需要」は、入居予定日から今後１年間に充てる資金調達額を記載してください。（「合計」額は、当該１年間に調達する資金の総額となります。）
・親族や知人から任意で借り入れる資金については、「金融機関等からの借入」欄に記載してください。
・「その他」欄には、その内容（金額、調達先、条件、時期等）を記載してください。

創業準備室利用希望者用
創　業　準　備　室　利　用　申　込　書
年　　月　　日提出
	利用希望者
	氏　　　名
	印　
	性別
	男・女

	
	生年月日
	年　　　月　　　日生
	年齢
	歳

	
	住　　　所
	〒


	
	連　絡　先
	電話番号：
E-mail　：

	創業希望の概要
	創業予定時期
	　　　　　　年　　　　月　　　　日

	
	創業予定地
	市・町・村

	
	業　　　種
	製造業　・　建設業　・　小売業　・　卸売業　・　サービス業
その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	内　　　容
	


	利用希望形態
	利用頻度
	毎日　・　週　　　　日（毎週　　　　　曜日）

	
	利用時間
	１日当たり　約　　　　　時間

	
	利用時間帯
	早朝　・　午前　・　午後　・　夜間　・　深夜

	希望支援内容
	専門家による支援の希望
	有　・　無

	
	希望する支援の内容
	○支援希望分野：複数選択可
事業計画・資金調達・技術開発・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・販路開拓・法人化
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	○具体的内容

	特記事項
	（利用申込に当たり特に申告したい事項、ご意見・ご要望など自由にご記入下さい。）


※事業計画書を添付のうえ提出すること。
※事業計画書には、業種及び業態、事業の内容、開業までのスケジュール、収支及び資金調達計画、事業所等の開設計画（自宅等でも可）を含むこと。




（様式第４号）

